
令和３年度ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

 

地方公共団体名：東京都    

 

議題２ ヘイトスピーチに係る取組 

平成 30 年 10 月に制定した「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の

実現を目指す条例」に基づき啓発等の取組を実施 

令和３年６月から条例第 12 条に基づく拡散防止措置として、東京都が認定したヘイト

スピーチに関するインターネット上の動画等について、東京法務局への削除要請を開始 

 

【第三者機関（審査会）の状況】 

有識者等５名により構成 約 2か月に 1回実施 

条例制定から令和３年８月までに 16 回開催 

 

【事案の概要等公表】 

審査会の審議を経て、東京都が不当な差別的言動に該当すると認めた事案を公表 

条例制定から令和３年８月までに 15 件の表現活動を公表 

（公表内容） 

・表現活動の内容（活動日、場所、言動等） 

 

※最近の公表事案 

（令和３年６月公表）令和３年２月 東京都新宿区及び渋谷区の集会における言動 

・「てめえら朝鮮人は半島帰れ、朝鮮帰れゴミ」他 

（令和３年６月公表）令和３年４月 東京都新宿区でのデモ行進における言動  

  ・「朝鮮人はうぜえんだよ、ゴミなんだよ、ゴキブリなんだよ」他 

（令和３年８月公表）令和２年 12月 東京都港区での集会における言動 

  ・「うすぎたねえゴキブリ朝鮮人ども、こいつらを、この国から完全排除せえ」 

 

【拡散防止措置】 

令和３年６月以降に概要公表をした内容について、東京法務局に削除要請を実施 

これまでに２回要請（令和３年６月及び８月）→未対応のままである。 

 

【その他啓発】 

〇都営地下鉄全駅にポスターを掲出 

〇新宿駅及び都庁舎内のデジタルサイネージに人権尊重の動画を掲出 

〇東京オリンピック期間に合わせて、都内各自治体にポスターの掲示を依頼 

〇リーフレット等を作成 

 
 

 

1

資料２－１

a-imai9u
挿入テキスト



                          地方公共団体名：神奈川県  

                            

ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

 

 

議題１ インターネット上のヘイトスピーチに係る取組 

（１）インターネットモニタリングの実施 

民間団体への委託により、部落差別及びヘイトスピーチについてモニタリングを実

施するとともに、結果をとりまとめ、横浜地方法務局あて情報提供して削除依頼を行っ

ている。 

 モニタリング実施件数 法務省削除依頼件数 法務省情報提供件数 

令和元年度 ３３８ １０６ ２１９ 

令和２年度 ５５５ １４７ ４０８ 

 

（２）弁護士による専門相談窓口の開設 

   弁護士によるヘイトスピーチ専門相談窓口を開設し、インターネット上でのヘイト

スピーチについても相談の対象として実施している。 

（３）リスティング広告の実施（人権週間に合わせて実施） 

  検索サイトにおいて特定の単語を検索した際、注意喚起とともに県ホームページへ

遷移させることで、差別的書込みを抑止する取組を行った。 

 

議題２ その他のヘイトスピーチに係る取組 

（１）かながわ人権施策推進指針の改定 

今年度中にかながわ人権施策推進指針を改定予定。その中で、ヘイトスピーチやイン

ターネットによる人権侵害についても追記する予定。 

この点、議会等からは、人権指針への追記のみならず、ヘイトスピーチ解消のための

条例制定を求める声が強い。 

一方、有識者からは、「表現の自由」との兼ね合いに十分配慮する必要があること、

規制のためには「ヘイトスピーチ」に当たる行為や言動について全国一律の明確な定義

が必要などの指摘がなされており、条例制定には至っていない。 
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地方公共団体名：川崎市 

ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

議題１ インターネット上のヘイトスピーチに係る取組 

・川崎市では、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に基づき、

学識経験者で構成される川崎市差別防止対策等審査会への諮問・答申

を経て、一定の要件を満たしたインターネット表現活動（投稿等）に対

し、拡散防止措置（プロバイダ等への削除要請）を実施。 

・削除要請実績（令和２年度） ９事案４９件 

・条例の要件を満たすインターネット表現活動を探すため、委託によりネ

ットリサーチを実施 

議題２ その他のヘイトスピーチに対する取組 

・川崎市では、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に基づき、

市内の公共の場所で行われる、一定の要件を満たした「本邦外出身者に

対する不当な差別的言動」を禁止している（当該規定は令和２年７月１

日から施行）。 

・条例の施行後、右派系市民グループにより、ＪＲ川崎駅東口駅前を中心

に、街宣活動が定期的に行われるようになったものの、条例の禁止規定

に抵触するような言動は確認されていない。 

・特定の団体等による街宣活動が行われる度に、演説に反対する者が集ま

り、大きな妨害音を発するなど、駅前周辺が騒然とした状況になってい

る。 
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◎川崎市差別防止対策等審査会（吉戒修一会長）が市長へ、インターネット表現活動に係る拡

散防止措置及び公表について答申を提出 

○次の各投稿について、拡散防止措置を講ずることは、妥当であり、必要な具体的措置として

は、サイトの運営者に対して、当該投稿の削除を要請することが適当である。 

○各投稿の表現の内容の概要の公表は、それぞれ特定の市民等を対象とする次の趣旨の記載を

した表現について行うことが適当である。 

＜表現の内容一覧＞ 

（１）１回目の答申（令和２年１０月１６日）→１回目の拡散防止措置、公表（令和２年１０月２２日）

【事案番号１】 Twitter 『早く祖国へ帰れ』 

【事案番号２】 Twitter 『日本に寄生して日本を滅ぼす者として、日本から排除する』 

  ※事案番号３～９は、すでに表示されない状態になっていたため、拡散防止措置は講じていない。 

（２）２回目の答申（令和２年１１月１６日）→２回目の拡散防止措置、公表（令和２年１１月２０日）

【事案番号１】５ちゃんねる

  ア『早く日本から出ていけ』   イ『国にゴーホーム』   ウ『死ね』 

  エ『国にお帰りください』    オ『今すぐに死ね』    カ『国に帰れ。寄生虫そのもの』 

  キ『日本から出て行け』     ク『何を言っても相手にしない。国に帰れ』 

  ケ『日本から出ていけ、帰国したら死刑だけど』 

  コ『日本から出ていけ、ぶっ殺して地獄に落とす』 

  サ『国に帰れ』         シ『今すぐに日本から出ていけ』 

【事案番号２】２ちゃんねる 事案番号１の各投稿を転載したもので、内容は事案番号１と同じ。 

【事案番号３】５ｃｈ勢いランキング 事案番号１の各投稿を転載したもので、内容は事案番号１と同じ。

【事案番号４】ライブドアブログ

  ア『早く日本から出ていけ』   イ『○○（朝鮮人の蔑称。以下同じ。）』 

  ウ『○○は石ころで頭をぶち割ればいい』 

【事案番号５】ライブドアブログ

  ア『今すぐに死ね』   イ『○○は練炭で死ね、早くしないと全員焼却処分にする』 

  ウ『必ず殺してやる、生き延びたければこの国から出ていけ』 

  エ『死ね、○○』    オ『国に帰りたくないなら死ね』    カ『朝鮮半島に帰れ』 

（３）３回目の答申（令和２年１２月１８日）→３回目の拡散防止措置、公表（令和３年１月６日）

【事案番号１】５ちゃんねる『〇〇民族は出ていけ（〇〇は人以外のものにたとえる侮蔑的表現。以下同じ。）』

【事案番号２】５ちゃんねる『殺すぞ〇〇朝鮮人、早く日本から出ていけ』 

川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例に基づく 
インターネット表現活動に係る拡散防止措置の状況について 

議題１ 川崎市資料

答申日  令和２年１０月１６日、令和２年１１月１６日、令和２年１２月２８日

１ 「川崎市差別防止対策等審査会」からの答申（主な内容）  
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◎インターネット表現活動（９事案４９件）について、拡散防止措置（サイトの運営者に対す

る削除要請）及び公表を実施 

○公表した表現の内容は、上記１の＜表現の内容一覧＞に記載のとおり 

○川崎市差別防止対策等審査会の答申を踏まえ、特定の川崎市民を対象としたものであると明

らかに認められ、かつ、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に該当するインターネ

ット表現活動（ＳＮＳの投稿、掲示板の書き込み等）について、拡散防止措置（削除要請）

を講じた。 

○拡散防止措置（削除要請）を講じた後、当該インターネット表現活動が「本邦外出身者に対

する不当な差別的言動」に該当する旨、表現の内容の概要及び拡散防止措置（削除要請）を

講じたことを公表した。 

◎インターネット表現活動（７事案３６件）について、サイトの運営者が削除を実施

（１）１回目の拡散防止措置（削除要請）に対するサイトの運営者の対応 

   Twitter 社（Twitter,Inc.）は、２件のうち１件（事案番号２）について削除要請に応じ、残り１件

（事案番号１）については、自社の削除基準※に該当しないという理由で、削除要請に応じなかった。 

※「暴言や脅迫、差別的言動に対する Twitter のポリシー」により、人種、民族、出身地等を理由と 

した他者への暴力行為、直接的な攻撃行為、脅迫行為を助長する投稿が禁止されている。令和２年

１２月から、人種や民族、出身地に基づいて人間以外のものに置き換える言葉の使用も禁止されて

いる。 

（２）２回目の拡散防止措置（削除要請）に対するサイトの運営者の対応 

  ア 事案番号１ 

「５ちゃんねる」を運営するロキテクノロジー社は、削除要請に応じた。 

イ 事案番号２ 

「２ちゃんねる」を運営するパケットモンスター社は、自社の削除基準※に該当しないという理由で、

削除要請に応じなかった。 

※「削除ガイドライン」により、差別・蔑視の意図がある地域名又は苗字等の書き込みは削除対象と

なる。 

ウ 事案番号３ 

「５ｃｈ勢いランキング」の運営者は、削除要請に応じた。 

エ 事案番号４及び事案番号５ 

「ライブドアブログ」を運営するＬＩＮＥ株式会社は、削除要請に応じた。 

（３）３回目の拡散防止措置（削除要請）に対するサイトの運営者の対応 

   「５ちゃんねる」を運営するロキテクノロジー社は、削除要請に応じた。 

３ 拡散防止措置（削除要請）に対するサイトの運営者の対応 

公表日  令和２年１０月２２日、令和２年１１月２０日、令和３年１月６日

２ 拡散防止措置（削除要請）及び公表の実施
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○各サイトの「利用規約」等に基づき、各事業者が削除するか否かの判断を行い、削除要請に

応じない事業者が出ることは、制度上想定されており、強制力のない要請であるため、これ

以上の措置を講じることは難しいと考えている。 

〇個人を対象とした「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」は、いわゆる「プロバイダ責

任制限法」に規定する「他人の権利を侵害する情報」にも該当する場合が多く、その場合は、

同法の規定により「他人の権利を侵害する情報」として本人が削除要請する方が、サイトの

運営者による迅速な削除が期待でき、また、「他人の権利を侵害する情報」については、裁

判所に仮処分を申し立てることが可能で、裁判所の仮処分命令を得れば、サイトの運営者に

よる確実な削除が期待できる。 

○今後も、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」

や「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」の趣旨等について、啓発の取組を進めて

いく。 

４ 本市の考え方 
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議題２　川崎市資料
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第５回ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

 

 相模原市  

 

議題２ その他のヘイトスピーチに係る取組 

 

 

１ 条例 

 本市では、（仮称）相模原市人権尊重のまちづくり条例の制定について審議会に諮問

し、現在同条例に規定すべき内容について審議会で審議を行っている。その審議の中

で、ヘイトスピーチに係る取組を検討課題の一つとしている。 

（１）検討経過 

本市では、人権尊重のまちづくりを実現するため、平成３１年１月に相模原市人権

施策推進指針を改定し、人権施策の推進に取り組んでいる。こうした取組に、より実

効性を持たせ、偏見や差別のない人権尊重のまちづくりを進めるため、条例の制定に

向け検討を進めることとなり、令和元年１１月に審議会に対し諮問した。 

（２）これまでの審議回数 

   令和元年度 ２回 

令和２年度 ３回 

令和３年度 １回 

（３）今後の予定 

   審議会でヘイトスピーチについての専門家にヒアリングを行う予定である。その

後、審議会から答申がされた後、所定の手続を経て市議会に条例案を提出する。 

 

２ 啓発活動 

（１）市ＨＰでの法の周知 

（２）啓発ポスターの掲出、啓発チラシ等の配架   など 

 

 

  

15

資料２－４



インターネット上の人権侵害事象に対処するための提案 概要 

 
１ 提案の趣旨 

 
インターネット上には、人の心を深く傷つけ命に関わるほどの深刻な誹謗中傷やプライバシー

侵害情報、ヘイトスピーチのような集団に対する差別的言動、特定の地域が同和地区である、又

はあったとする情報など、人権上、極めて悪質な情報もあり、大きな社会問題となっています。 

 

被害者が人権侵害情報の削除を求めても費用と時間がかかる上、特定人を対象としていない人

権侵害情報については、明確に規制する法律が無く対処するのが困難です。 

 

国においては、被害者の負担軽減のため、新たな裁判手続き（非訟手続）を創設するなどの対

策を講じていただき、これらの取組みが、被害者救済につながることを期待しています。しかし

ながら、新たな制度でも、削除の判断は裁判所やプロバイダ等に委ねられており、人権侵害情報

の早期の削除に必ずしもつながっておりません。 

 

昨今のインターネット上の人権侵害の深刻さを考えると、人権上、極めて悪質な情報について

は、公権力の行使をもって削除や公衆が閲覧することができないようにするための措置などを検

討すべき時期に来ています。こうした取組みは、日本国憲法によって保障された表現の自由の制

限にもつながるものであり、また、インターネットの特性を踏まえると、国において、統一的な

考え方の下で検討すべきです。 

 

そこで、大阪府は、強制力のある制度が構築されるまでの間、当面の緊急的な措置として、重

大かつ深刻な被害を及ぼす人権上、極めて悪質な情報に絞り、実効性のある事後的対処方策を提

案します。 

国におかれては、表現の自由の保障について十分に考慮しつつも、総務省と法務省の連携のも

と、実効性のある対策を早急に講じてください。 

 

 

２ 提案の内容 

 
 提案１ プロバイダ等が人権侵害情報の削除等を行った場合における賠償責任の免責 

（プロバイダ責任制限法第３条第２項の改正） 

       プロバイダ等がインターネット上の情報の削除等を行おうとする場合、プロバイダ等自身

が違法性を判断する必要があり、さらに、削除等を行った場合、発信者から提訴されるリス

クもある。 

そこで、プロバイダ等の負担を軽減し、迅速な対応がとられるようにするため、法務省人

権擁護機関が違法性のある情報と判断し、削除要請を行った場合については、発信者に生じ

た損害について賠償責任を免責する旨をプロバイダ責任制限法に規定されたい。 

 

 提案２ サイトブロッキングの実施 

      （海外サーバを利用しているものなど提案 1では対応が難しいもの） 

       人権侵害情報を例えば海外サーバから直接発信されている場合などは、提案１では対処でき

ない。 

そこで、人権上、極めて悪質と判断される情報の発信に限った上で、表現の自由の保障に配

慮しつつ、サイトブロッキングを実施できるよう、事業者団体と協議の上、制度整備を行って

いただきたい。 

   

 提案３ 第三者機関（人権救済機関）の設置 

        提案１及び２の実施に当たり、対象とする人権侵害情報の適否の判断が難しい課題となる。 

そこで、表現の自由の制限のあり方や具体的な対処方策について検討協議し、また、インタ

ーネット上の人権侵害をはじめとする様々な人権侵害に対して迅速に人権救済を図ることが

できる、独立性を有する第三者機関を国に設置されたい。 
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第５回ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

 

地方公共団体名： 大阪市   

 

議題１ インターネット上のヘイトスピーチに係る取組 

議題２ その他のヘイトスピーチに係る取組 

 

大阪市では、市民等の人権擁護とヘイトスピーチの抑止を図るため、平成 28 

年１月 18 日に「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例」を制定・公布し、

同年７月１日から全部施行しているところです。 

条例では、市民等からの申出等に基づき、学識経験者などで構成する「大阪

市ヘイトスピーチ審査会」の意見を聴き、表現活動がヘイトスピーチに該当す

る場合、当該表現内容の拡散防止措置をとるとともに、表現内容の概要、表現

活動を行ったものの氏名又は名称等を公表することとしています。 

これまでの取組状況については、令和３年７月 31 日時点で、以下のとおりと

なっております。 

・審査会に諮問した件数：58 件 

・現在調査審議中の件数：33 件（※） 

（うち、市民等から申出があった件数：６件） 

（うち、市長が職権で取り上げた件数：27 件） 

※ヘイトスピーチと認定したが、拡散防止の措置や認識等の公表に向けた調

査審議を進めているもの２件（市民等から申出があったもの１件、市長が

職権で取り上げたもの１件）を含む 

・調査審議を終了した案件：25 件 

（うち、ヘイトスピーチと認定し、拡散防止の措置及び認識等の公表を行っ

た件数：９件） 

 

 なお、インターネット上の表現活動の取扱いについては、諮問案件全体のう

ち概ね６割程度、現在調査審議中の案件のうち概ね５割程度です。 
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資料２－６



第５回ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 
 

地方公共団体名： 兵庫県   
 

議題１ インターネット上のヘイトスピーチに係る取組 
 

「インターネット・モニタリング事業」を平成 30 年７月から（公財）兵

庫県人権啓発協会に委託して実施している。（モニタリング（常時監視）は

民間事業者に再委託） 
モニタリング結果について、県内市町への情報提供や研修を通じて、市町

でのモニタリング体制の構築を促し、全県的にインターネット上の悪質な差

別的書き込みの抑止を図ることに努めている。 

 

(1)モニタリングの実施 

対象項目：ヘイトスピーチ、同和問題（部落差別）、新型コロナウイルス

感染症関連 

検討会議：毎月１回検討会議を開催し、市町へ情報提供 

 

(2)市町研修 

年２回実施予定（本年度１回目は７月にオンラインで実施） 

 

(3)実施市町数 

３２市町で実施済(R3.7 現在)（参考：R3.3 末は２８市町） 
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資料２－７



第５回ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 
 

地方公共団体名： 兵庫県   
 

議題２ その他のヘイトスピーチに係る取組 
 

本県では、人権啓発広報誌やイベント等を通じて県民等に啓発している。 

 

(1)広報誌「ひょうご人権ジャーナルきずな」 

７月号で「多文化共生」について特集し、日本人と外国人が互いの多様性

を受け入れ、尊重し合う気持ちを育み、共に生きる多文化共生社会の実現に

ついて考えるきっかけとなる記事を掲載 

(2)イベント「ひょうご・ヒューマンフェスティバル」 

毎年度８月に「人権文化をすすめる県民運動」推進強調月間行事として

「ひょうご・ヒューマンフェスティバル」を開催しており、フォーラムの

開催や民族衣装・資料展示など多文化共生イベントを通じて、外国人の人

権について啓発に努めている 

(3)研修 

県職員研修、市町人権担当職員研修において、他の人権課題とともに、

「外国人の人権」について研修を実施 

 

 
 
 
 
 

19



尼
崎
市
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
差
別
書
込
み
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
事
業
実
績

※
H

2
8
ま

で
は

法
務

局
に

要
請

し
て

い
た

が
、

H
2
9
か

ら
は

直
接

プ
ロ

バ
イ

ダ
に

削
除

依
頼

す
る

こ
と

に
な

っ
た

た
め

、
件

数
が

増
加

※
件

数
に

つ
い

て
は

、
複

数
カ

テ
ゴ

リ
に

該
当

す
る

書
込

み
が

存
在

す
る

た
め

、
総

件
数

と
各

カ
テ

ゴ
リ

の
合

計
数

は
必

ず
し

も
一

致
し

な
い

。

年
度

市
内

・
市

外
総

件
数

同
和

問
題

ヘ
イ

ト
関

係

（

在
日

外
国

人
）

L
G

B
T

障
害

者
そ

の
他

総
件

数
同

和
問

題
ヘ

イ
ト

関
係


（
在

日
外

国
人

）
L

G
B

T
障

害
者

そ
の

他
削

除
率

平
成

2
2

2
1

0
0

0
1

平
成

2
3

3
2

0
0

0
1

平
成

2
4

1
1

0
0

0
0

平
成

2
5

1
1

0
0

0
0

平
成

2
6

0
0

0
0

0
0

平
成

2
7

2
2

0
0

0
0

平
成

2
8

2
2

0
0

0
0

平
成

2
9

尼
崎

市
分

1
1
9

1
1
7

2
0

0
0

9
6

9
6

0
0

0
0

8
0
.7

%

平
成

3
0

尼
崎

市
分

1
1
4

1
1
4

0
0

0
0

1
0
1

1
0
1

0
0

0
0

8
8
.6

%

令
和

元
尼

崎
市

分
1
3
7

1
3
4

2
1

0
0

8
5

8
2

2
1

0
0

6
2
.0

%

令
和

2
尼

崎
市

分
2
4
2

2
2
9

2
5

0
0

0
2
3
1

2
1
8

2
5

0
0

0
9
5
.5

%

○
削

除
依

頼
件

数
　

※
H

2
8
ま

で
は

法
務

局
へ

要
請

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 ※

H
2
9
か

ら
は

直
接

プ
ロ

バ
イ

ダ
へ

削
除

要
請

●
削

除
さ

れ
た

件
数

(年
度

末
時

点
）

  
 ※

H
2
8
ま

で
は

法
務

局
対

応
の

た
め

把
握

不
可

20

資料２－８




